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１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

総売上高 収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 5,132 △2.3 1,314 △6.0 △216 ― △148 ― △142 ―

2024年３月期第３四半期 5,251 9.3 1,398 4.1 △81 ― △65 ― △60 ―
(注) 包括利益 2025年３月期第３四半期 △136百万円( ―％) 2024年３月期第３四半期 △38百万円( ―％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 △34.14 ―

2024年３月期第３四半期 △15.89 ―

※総売上高は、当社グループの営業活動によって得た販売額の総額であります。『収益認識に関する会計基準』に準
拠した指標ではありませんが、投資者が当社グループの事業規模を判断するうえで重要な指標であると認識し、従
前の企業会計原則に基づき算出し、参考情報として開示しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 4,290 1,768 41.2

2024年３月期 4,086 1,930 47.2
(参考) 自己資本 2025年３月期第３四半期 1,768百万円 2024年３月期 1,930百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00

2025年３月期 ― 0.00 ―

2025年３月期(予想) 6.00 6.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

総売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

通期 7,900 3.6 200 440.5 220 254.8
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） ― 、除外 ―社（社名） ―

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期３Ｑ 6,078,000株 2024年３月期 6,078,000株

② 期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 1,912,028株 2024年３月期 1,900,328株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 4,170,737株 2024年３月期３Ｑ 3,777,672株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（義務）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調が見られる一方で、海外経

済の減速や資源価格の変動といった不確定要因の影響を受けるとともに、消費動向においても物

価上昇による個人消費への圧迫が見られるなど、依然不透明な状況が続きました。

広告業界におきましては、企業業績回復に伴うプロモーション活動の活発化が期待されるなか、

依然として、デジタル技術を活用したプロモーション活動への関心が高く、多様化する要望への

的確な提案活動が求められております。

このような状況のなか、当社グループにおきましては、お客さまの経営課題の解決に繋がる戦略

を設計し、共に実践するパートナーになることを『マーケティングデザイン』と称し、この基本

概念のもとデジタル領域の拡大と新しい事業領域の開発に取り組んでまいりました。デジタル領

域の拡大につきましては、インターネット広告が順調に増加したほか、Webサイトの制作なども安

定して受注いたしました。また、新しい事業領域への取り組みとして運営している『徳島・香川

トモニ市場～ふるさと物産館～』につきましても、安定した売上を確保いたしました。そのほか、

人流活発化やインバウンドを背景に、展示会・集客イベント・屋外広告を受注したほか、昨年10

月に行われた衆議院選挙関連や地元企業の事務所改装工事なども受注いたしました。以上から、

当社グループの総売上高は、5,132百万円（前年同期比97.7％）となりました。総売上高が前年を

下回る結果となりましたが、これは、官公庁から受託した大型イベントの実施に伴う売上の計上

が前期は第３四半期であったためであり、当連結会計年度におきましては、同様の大型イベント

の実施に伴う売上の計上を第４四半期に予定していることが要因であります。

収益面につきましては、広告主からの要求事項が高度化・複雑化するにつれ原価率が高まったこ

とと、前述の大型イベントの計上時期の相違もあって、収益は1,314百万円（前年同期比94.0

％）、売上総利益は1,007百万円（前年同期比95.1％）、売上総利益率は0.5ポイントの低下とな

りました。

また、提案活動の活発化に伴う営業活動費用と営業力・提案力強化を目的とした社内DX推進費用

に加え、賃上げによる人件費の増加と譲渡制限付株式報酬の導入に伴う株式報酬費用のほか、新

しい事業への挑戦として『共同・協業販路開拓支援補助事業』へ取り組んだ事業経費の計上があ

り、販売費及び一般管理費が1,223百万円（前年同期比107.3％）となった結果、営業損失は216百

万円（前年同期は81百万円の営業損失）となりました。なお、営業外収益において、『共同・協

業販路開拓支援補助事業』等に関する助成金収入が48百万円あり、経常損失は148百万円（前年同

期は65百万円の経常損失）となりました。そのほか、特別損失として固定資産の減損損失20百万

円の計上があり、親会社株主に帰属する四半期純損失は142百万円（前年同期は60百万円の親会社

株主に帰属する四半期純損失）となり、前述した大型イベントの計上時期の相違が収益面に影響

した結果となりました。

※ 総売上高は、当社グループの営業活動によって得た販売額の総額であります。『収益認識に関する会計基準』

に準拠した指標ではありませんが、投資者が当社グループの事業規模を判断するうえで重要な指標であると認

識し、従前の企業会計原則に基づき算出し、参考情報として開示しております。

※ 収益は『収益認識に関する会計基準』に準拠し算出した収益の総額であります。

※ 売上総利益率＝売上総利益／総売上高

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末における総資産は4,290百万円となり、前連結会計年度末に比べ203

百万円の増加となりました。

資産の部では、現金及び預金と仕掛品の増加、受取手形及び売掛金の減少を主な要因として、流

動資産は前連結会計年度末に比べ160百万円増加し、2,218百万円となりました。また、減損処理

による投資不動産の減少と2024年10月１日付で株式会社メディア・エーシーを連結子会社とした

ことによる固定資産の増加とのれんの計上を主な要因として、固定資産は前連結会計年度末に比

べ42百万円増加し、2,071百万円となりました。

負債の部では、支払手形及び買掛金の減少のほか、短期借入金および１年内返済予定の長期借入

金の増加と１年以内に償還予定である社債の固定項目からの振替えを主な要因として、流動負債

は前連結会計年度末に比べ458百万円増加し、2,024百万円となりました。また、長期借入金の減
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少のほか、株式会社メディア・エーシーを連結子会社としたことによる固定負債の増加を主な要

因として、固定負債は前連結会計年度末に比べ92百万円減少し、496百万円となりました。

純資産の部は、前連結会計年度末に比べ161百万円減少し、1,768百万円となりました。これは主

に親会社株主に帰属する四半期純損失の計上と期末配当金の支払いによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2025年３月期通期の連結業績予想につきましては、各企業の事業年度末のプロモーション活動や

官公庁受託案件などの約定に基づく収益を連結会計年度末に見込んでおり、グループ全体で、総

売上高7,900百万円、営業利益200百万円、経常利益220百万円を予想しております。

なお、2025年３月期通期の連結業績予想につきましては、2024年7月24日に公表いたしました数

値から変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 620,421 820,999

受取手形及び売掛金 ※2 1,328,528 ※2 898,836

商品 8,383 11,957

仕掛品 27,637 378,875

貯蔵品 2,840 2,322

未収還付法人税等 6,964 6,373

その他 65,835 101,632

貸倒引当金 △2,802 △2,209

流動資産合計 2,057,807 2,218,787

固定資産

有形固定資産

土地 610,040 610,040

その他(純額) 257,547 246,840

有形固定資産合計 867,588 856,881

無形固定資産

のれん ― 20,591

その他 32,016 28,544

無形固定資産合計 32,016 49,135

投資その他の資産

投資不動産（純額） 630,856 599,976

その他 502,119 569,099

貸倒引当金 △4,038 △3,847

投資その他の資産合計 1,128,937 1,165,229

固定資産合計 2,028,542 2,071,245

資産合計 4,086,350 4,290,033
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2 1,124,014 ※2 874,231

短期借入金 76,000 613,000

1年内償還予定の社債 ― 100,000

1年内返済予定の長期借入金 60,576 138,076

未払法人税等 3,535 2,169

賞与引当金 59,800 32,596

その他 242,335 264,284

流動負債合計 1,566,262 2,024,358

固定負債

社債 100,000 100,000

長期借入金 235,283 126,726

退職給付に係る負債 168,142 179,501

役員退職慰労引当金 8,087 8,537

その他 77,970 81,953

固定負債合計 589,483 496,718

負債合計 2,155,745 2,521,076

純資産の部

株主資本

資本金 294,868 294,868

資本剰余金 263,832 263,832

利益剰余金 1,589,795 1,422,351

自己株式 △260,204 △260,204

株主資本合計 1,888,292 1,720,849

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 46,680 51,475

退職給付に係る調整累計額 △4,368 △3,368

その他の包括利益累計額合計 42,312 48,107

純資産合計 1,930,604 1,768,956

負債純資産合計 4,086,350 4,290,033
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（２）四半期連結損益及び包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

総売上高 ※1 5,251,959 ※1 5,132,972

収益 ※2 1,398,164 ※2 1,314,696

売上原価 338,977 307,457

売上総利益 1,059,186 1,007,238

販売費及び一般管理費 1,140,926 1,223,675

営業損失（△） △81,739 △216,436

営業外収益

受取利息 21 192

受取配当金 4,588 4,732

投資不動産賃貸料 33,177 31,889

受取保険金 ― 5,415

助成金収入 ― 48,715

その他 2,355 10,417

営業外収益合計 40,143 101,363

営業外費用

支払利息 2,776 3,756

不動産賃貸費用 20,271 20,857

株式報酬費用消滅損 ― 3,413

その他 364 5,741

営業外費用合計 23,413 33,769

経常損失（△） △65,009 △148,842

特別利益

固定資産売却益 358 ―

投資有価証券売却益 355 1,282

特別利益合計 713 1,282

特別損失

減損損失 ― 20,692

固定資産売却損 ― 0

固定資産除却損 ― 80

特別損失合計 ― 20,773

税金等調整前四半期純損失（△） △64,295 △168,332

法人税、住民税及び事業税 4,091 1,721

法人税等調整額 △8,375 △27,677

法人税等合計 △4,283 △25,955

四半期純損失（△） △60,011 △142,377

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △60,011 △142,377

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） ― ―

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 21,041 4,795

退職給付に係る調整額 831 1,000

その他の包括利益合計 21,873 5,795

四半期包括利益 △38,138 △136,581

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △38,138 △136,581

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結の範囲の変更に関する注記）

当第３四半期連結会計期間において、株式会社メディア・エーシーの全株式を取得したことに

より、同社を連結の範囲に含めております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し

ております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指

針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、

当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる

場合の連結財務諸表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指

針を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適

用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期連結財務諸表及び連

結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の四半期連結財

務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。
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（追加情報）

（連結子会社の吸収合併）

当社は、2024年12月19日開催の取締役会において、当社の100％子会社である南放セーラー

広告株式会社を存続会社とし、同じく当社の100％子会社である株式会社メディア・エーシー

を消滅会社とする吸収合併を下記のとおり決議いたしました。

１．合併の目的

当社グループにおきましては、既存事業の拡大を重要な成長戦略のひとつとして位置付け

ており、この一環として、高知県において広告業を営む株式会社メディア・エーシーを2024

年10月１日から連結子会社といたしました。これにより、高知エリアにおけるシェアの拡大

と営業力・企画提案力の強化を図ることが可能になったと考えております。高知エリアにお

きましては、南放セーラー広告株式会社が既に広告事業を展開しておりますが、この度、高

知エリアで事業を展開する２社のシナジー効果をより向上させるため、南放セーラー広告株

式会社を存続会社とし、株式会社メディア・エーシーを消滅会社とする吸収合併を決議いた

しました。本合併の実行により、両社の持つノウハウ・経営資源の統合と経営の効率化を図

り、サービスの向上からグループ全体の収益改善に繋げてまいります。

２．合併の要旨

（1）吸収合併の日程

当社取締役会決議 2024年12月19日

吸収合併契約承認取締役会（当事会社） 2024年12月20日

吸収合併契約締結日 2024年12月23日

吸収合併契約承認臨時株主総会（当事会社） 2025年１月23日

吸収合併効力発生日（合併期日） 2025年４月１日（予定）

（2）合併の方式

南放セーラー広告株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社メディア・エー

シーは解散いたします。

（3）合併に係る割当ての内容

本合併は、当社の100％子会社間の吸収合併であるため、株式の発行または金銭等の割

当はありません。

（4）合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

5,833千円 2,662千円

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理してお

ります。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期

間末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

受取手形 4,502 千円 680千円

支払手形 17,092 千円 15,890千円

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※１ 総売上高は、当社グループの営業活動によって得た販売額の総額であります。「収益認識に

関する会計基準」に準拠した指標ではありませんが、投資者が当社グループの事業規模を判

断するうえで重要な指標であると認識し、従前の企業会計原則に基づき算出し、参考情報と

して開示しております。

※２ 収益は、「収益認識に関する会計基準」に準拠し算出した収益の総額であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費

を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

減価償却費 32,622 千円 32,644 千円

のれんの償却額 ― 千円 1,083 千円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月12日
取締役会決議

普通株式 18,888 5.00 2023年３月31日 2023年６月８日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結

会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月14日
取締役会決議

普通株式 25,066 6.00 2024年３月31日 2024年６月10日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結

会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】
Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)
１．報告セグメントごとの収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
及び包括利益
計算書計上額

(注)２
広告
事業

ヘルスケア
事業

リテール
事業

合計

収益

顧客との契約から生じる収益 1,353,884 24,002 20,277 1,398,164 ― 1,398,164

外部顧客への収益 1,353,884 24,002 20,277 1,398,164 ― 1,398,164

セグメント間の内部
収益又は振替高

25 ― ― 25 △25 ―

計 1,353,909 24,002 20,277 1,398,189 △25 1,398,164

セグメント損失(△) △63,285 △126 △19,677 △83,089 1,350 △81,739

(注) １．セグメント損失の調整1,350千円は、セグメント間取引消去であります。
２．セグメント損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)
１．報告セグメントごとの収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
及び包括利益
計算書計上額

(注)２
広告
事業

ヘルスケア
事業

リテール
事業

合計

収益

顧客との契約から生じる収益 1,273,686 ― 41,009 1,314,696 ― 1,314,696

外部顧客への収益 1,273,686 ― 41,009 1,314,696 ― 1,314,696

セグメント間の内部
収益又は振替高

― ― 2,169 2,169 △2,169 ―

計 1,273,686 ― 43,178 1,316,865 △2,169 1,314,696

セグメント損失(△) △205,145 △1,888 △9,703 △216,736 300 △216,436

(注) １．セグメント損失の調整300千円は、セグメント間取引消去であります。
２．セグメント損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項
前連結会計年度より、従来「広告事業」に含まれていた「リテール事業」について、量的な重

要性が増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。なお、前第３四半期
連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
(固定資産に係る重要な減損損失)

「広告事業」セグメントにおいて、処分を予定している投資不動産について帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当第３四
半期連結累計期間における当該減損損失計上額は20,692千円であります。

（のれんの金額の重要な変動）
「広告事業」において、株式会社メディア・エーシーの株式を取得したことに伴い同社を連結

の範囲に含めております。なお、当該事象によるのれんの増加額は21,675千円であります。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合
当社は、2024年９月18日開催の取締役会において株式会社メディア・エーシーの全株式を取

得し、子会社化することについて決議し、2024年９月24日付で株式譲渡契約を締結し、2024年
10月１日付で全株式を取得しました。
(1) 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社メディア・エーシー
事業の内容 広告事業

② 企業結合を行った主な理由
当社は、中国四国エリアを中心に広告事業を展開し、地域に密着したきめ細かな提案
活動によって、多様化するお客様の要望に対し、質の高いコミュニケーション効果の
創造を提供してまいりました。その中で、高知エリアにつきましては、さらなるシェ
ア拡大のためには、新たな顧客と優秀な人材の確保が課題であると認識してまいりま
した。 一方、株式会社メディア・エーシーは、広告業を営む会社として1996年4月に
設立し、以降、マス媒体のほか販促ツールデザインやホームページ制作などＷｅｂマ
ーケティングなどを手掛け、安定した業績を確保していまいりましたが、さらなる成
長を図るためには、営業力や企画提案力の強化が不可欠であると認識してまいりまし
た。このような状況のもと、両社は、当社が株式会社メディア・エーシーの株式を全
株取得することが、両社の課題解決にとって最善の方法であり、営業力と提案力の強
化を図ることがグループ全体の企業価値向上に繋がるものと考えたためであります。

③ 企業結合日
2024年10月１日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称
株式会社メディア・エーシー

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として、株式を取得したためであります。

(2) 四半期連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
2024年10月１日から2024年12月31日

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 70百万円
取得原価 70百万円

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額
該当事項はありません。

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

21,675千円
② 発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。
③ 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 59,575千円

固定資産 56,295千円

資産合計 115,870千円

流動負債 34,572千円

固定負債 32,973千円

負債合計 67,545千円
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載の

とおりであります。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △15円89銭 △34円14銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円) △60,011 △142,377

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)(千円)

△60,011 △142,377

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,777 4,170

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

（第４回新株予約権の発行）

当社は、2024年12月19日開催の取締役会において、以下のとおり、香港に所在する機関投

資家であるLong Corridor Asset Management Limited（香港SFC登録番号：BMW115）（以下、

「LCAM」といいます。）が一任契約の下に運用を行っている、英国領ケイマン島に設立され

た免税有限責任会社（Exempted Company in Cayman with Limited Liability）であるLong

Corridor Alpha Opportunities Master Fund（以下、「LCAO」といいます。）及び英国領ケ

イマン島に設立された分離ポートフォリオ会社（Segregated Portfolio Company）であるLMA

SPCの分離ポートフォリオ（Segregated Portfolio）であるMAP246 Segregated Portfolio

（以下、「MAP246」といい、LCAO及びMAP246を個別に又は総称して、以下、「割当予定先」

といいます。）を割当予定先として、自己株式を活用した第三者割当の方法による第４回新

株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）を発行することについて決議し、2025年

１月６日に本新株予約権の発行価額の総額の払込が完了いたしました。その概要は以下のと

おりであります。
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（１） 割当日 2025年１月６日

（２） 発行新株予約権数 10,000個

（３） 発行価額 総額4,040,000円

（本新株予約権１個につき404円）

（４） 当該発行による

潜在株式数

1,000,000株（新株予約権１個につき100株）

本新株予約権について、上限行使価額はありません。

本新株予約権について、下限行使価額は210円ですが、下限行使価額におい

ても、潜在株式数は1,000,000株です。

（５） 調達資金の額（新株予約

権の行使に際して出資さ

れる財産の価額）

424,040,000円（差引手取金概算額：408,846,000円）

（内訳）

新株予約権発行による調達額： 4,040,000円

新株予約権行使による調達額：420,000,000円

差引手取金概算額は、本新株予約権が全て当初行使価額で行使された場合

の調達金額を基礎とし、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の

行使に際して出資される財産の価額を合算した額から、発行諸費用の概算

額を差し引いた金額です。そのため、行使価額が修正又は調整された場合

には、調達資金の額及び差引手取概算額は増加又は減少する可能性があり

ます。また、本新株予約権の行使期間中に行使が行われない場合及び当社

が取得した本新株予約権を消却した場合には、調達資金の額及び差引手取

概算額は減少する可能性があります。

（６） 行使価額及び

行使価額の修正条件

当初行使価額 420円

2025年１月７日以降、本新株予約権の各行使請求の通知が行われた日（以

下、「修正日」といいます。）の属する週の前週の最終取引日（以下、

「修正基準日」といいます。）の株式会社東京証券取引所（以下、「東京

証券取引所」といいます。）における当社普通株式の普通取引の終値（同

日に終値がない場合には、その直前の終値）の90％に相当する金額の小数

第１位未満の端数を切り上げた金額（以下、「修正基準日価額」といいま

す。）が、当該修正基準日の直前に有効な行使価額を0.1円以上上回る場合

又は下回る場合には、本新株予約権の行使価額は、当該修正日以降、当該

修正基準日価額に修正されます（以下、修正後の行使価額を「修正後行使

価額」といいます。）。なお、修正後行使価額の算出において、修正基準

日から修正日までの間に発行要項記載の行使価額の調整事由が生じた場合

は、修正後行使価額は当該事由を勘案して調整されます。

なお、「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日を

いいます。

但し、かかる算出の結果、修正後行使価額が下限行使価額を下回ることと

なる場合には、修正後行使価額は下限行使価額とします。

また、上記（４）のとおり、本新株予約権について、上限行使価額はあり

ません。

（７） 募集又は割当方法

（割当予定先）

第三者割当の方法により、以下のとおり割り当てます。

LCAO 8,000個

MAP246 2,000個

（８） 新株予約権の行使期間 2025年１月７日から2028年１月６日までとします。なお、行使期間最終日

が営業日でない場合はその前営業日を最終日とします。

（９） その他 当社は、割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後

に、本新株予約権に係る総数引受契約（以下、「本新株予約権引受契約」

といいます。）を締結する予定です。

本新株予約権引受契約においては、割当予定先が新株予約権を譲渡する場

合には当社の事前の書面による承認を要する旨が規定される予定です。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年２月６日

セーラー広告株式会社

取締役会 御中

えひめ有限責任監査法人

愛媛県松山市

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 﨑 誠

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 別 府 淳

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているセーラー広告株式会社の2024年４月
１日から2025年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年10月１日から2024年12
月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2024年４月１日から2024年12月31日まで）に係る四半期連
結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について
期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引
所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期
財務諸表に関する会計基準に準拠して、セーラー広告株式会社及び連結子会社の2024年12月31日現在の
財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ
させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ
ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レ
ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準
第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に基づ
いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他
の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、
株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥
当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事
項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場
合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限
定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日ま
でに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。
・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基
準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準
拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連
結財務諸表の表示、構成及び内容並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。
・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を
入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任が
ある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の

重要な発見事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた
めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しており
ます。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


